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ふ
か
や
市
議
会
だ
よ
り
〈
36
号　

平
成
26
年
11
月
１
日
発
行
〉

〈
議
会
あ
れ
こ
れ
「
議
案
っ
て
な
ぁ
に
？
」・
・
・
議
案
に
は
、
議
会
の
議
決
が
直
ち
に
地
方
公
共
団
体
の
意
思
と
し
て
成
立
す
る
条
例
案
や
、
議
会
そ
の
も
の
の
意
思
決
定
す
る
に
止
ま
る
意
見
書
な
ど
が
あ
り
ま
す
。〉

　
　

第
４
条
に
規
定
の
最
低

基
準
を
す
で
に
超
え
る
設
備

を
有
し
、
運
営
し
て
い
る
事

業
者
の
場
合
は
。

　
　

現
状
の
水
準
か
ら
低
下

さ
せ
る
こ
と
は
な
い
。

　
　

新
基
準
に
よ
り
変
わ
る

と
こ
ろ
は
。

　
　

現
在
は
国
の
基
準
が
な

い
た
め
、
埼
玉
県
放
課
後
児

問答問答

童
ク
ラ
ブ
運
営
基
準
に
よ
り
、

公
立
・
私
立
と
も
に
運
営
さ

れ
て
い
る
。
新
基
準
で
は
、

一
ク
ラ
ス
の
受
け
入
れ
人
数

が
最
大
70
人
か
ら
お
お
む
ね

40
人
以
下
と
な
る
。

　
　

質
の
確
保
は
。

　
　

職
員
の
資
格
要
件
が
明

確
に
規
定
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
、
き
め
細
か
な
保
育
の
提

問答

供
が
可
能
と
な
る
。
ま
た
、

施
設
設
備
の
面
で
は
利
用
児

童
一
人
あ
た
り
１
・
65
平
方

メ
ー
ト
ル
以
上
の
面
積
を
確

保
す
る
等
新
た
に
規
定
さ
れ

る
こ
と
か
ら
、
児
童
の
安
心
、

安
全
な
保
育
環
境
の
向
上
も

見
込
ま
れ
る
。

　
　

以
前
に
も
条
例
制
定
へ

の
議
会
質
問
等
あ
っ
た
が
、

な
ぜ
こ
の
時
期
の
制
定
と

な
っ
た
の
か
。

　
　

少
子
高
齢
化
の
急
速
な

進
行
、
人
口
減
少
社
会
の
到

来
、
経
済
環
境
の
変
化
等
、

社
会
情
勢
が
転
換
期
に
あ
る

中
、
以
前
に
も
増
し
て
男
女

共
同
参
画
社
会
の
実
現
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。
平
成
24
年

に
と
り
ま
と
め
た
第
２
次
男

女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
に
も
位

置
付
け
ら
れ
て
い
た
こ
と
に

よ
る
。

　
　

条
例
に
お
い
て
、
深
谷

市
ら
し
い
特
徴
的
な
要
素
は
。

　
　

埼
玉
県
及
び
先
行
市
の

条
例
等
を
研
究
し
、
男
女
共

同
参
画
社
会
基
本
法
に
基
づ

き
策
定
し
た
。
特
徴
的
な
取

り
組
み
に
つ
い
て
は
、
プ
ラ

ン
に
て
、
具
体
的
施
策
に
つ

い
て
展
開
し
て
い
く
。

問答問答

　
　

他
市
の
条
例
等
研
究
し

た
が
、
教
育
に
携
わ
る
者
の

責
務
及
び
苦
情
処
理
委
員
会

の
設
置
ま
で
規
定
し
て
い
る
。

市
条
例
で
は
、
市
、
市
民
、

事
業
者
の
責
務
は
記
さ
れ
て

い
る
が
、
教
育
に
携
わ
る
者

の
責
務
が
規
定
さ
れ
て
い
な

い
の
は
な
ぜ
か
。

　
　

教
育
に
携
わ
る
者
の
責

務
に
つ
い
て
は
大
切
な
視
点

で
あ
る
。
深
谷
市
条
例
で

は
第
７
条
に
、『
家
庭
教
育
、

職
場
教
育
、
社
会
教
育
そ
の

他
の
教
育
の
場
に
お
い
て
、

推
進
に
努
め
る
』
と
し
た
条

文
を
加
え
て
い
る
。

　
　

第
６
条
第
２
項
に
て
事

業
者
の
責
務
と
し
て
、『
仕

事
と
家
庭
生
活
が
両
立
で
き

る
よ
う
職
場
環
境
の
整
備
に

努
め
る
』
と
あ
る
。
第
14
条

で
は
、
推
進
状
況
・
施
策
の

実
施
状
況
を
明
ら
か
に
す
る

問答問

と
あ
る
。
事
業
者
に
対
し
て

も
報
告
書
等
作
成
及
び
公
表

を
義
務
付
け
る
の
か
。

　
　

第
６
条
第
２
項
は
、
事

業
者
へ
の
努
力
規
定
で
あ
る
。

第
14
条
『
年
次
報
告
』
は
プ

ラ
ン
に
お
け
る
推
進
及
び
施

策
の
状
況
報
告
・
公
表
を
義

務
付
け
る
も
の
で
あ
る
。

答

　
　

来
年
４
月
か
ら
、
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
が

施
行
さ
れ
る
が
、
背
景
と
経

緯
は
。

　
　

家
庭
・
地
域
で
の
子
育

て
力
の
低
下
、
都
市
部
で
の

待
機
児
童
の
増
加
等
を
改
善

す
る
た
め
に
、
質
の
高
い
学

問答

校
教
育
・
保
育
の
提
供
、
待

機
児
童
の
解
消
を
行
う
。

　
　

国
の
従
う
べ
き
基
準
に

沿
っ
た
内
容
の
条
例
制
定
で

あ
る
が
、
消
費
税
増
税
分
の

公
費
が
拡
充
す
る
こ
と
か
ら

深
谷
市
の
現
状
が
ど
う
充
実

し
て
い
く
の
か
。

問

　
　

新
支
援
制
度
に
お
い
て

確
認
事
務
を
市
で
行
う
こ
と

と
な
り
、
給
付
を
行
う
際
の

確
認
基
準
を
条
例
で
定
め
る

も
の
で
あ
る
。
公
定
価
格
試

算
で
は
、
お
お
む
ね
約
10
％

ほ
ど
運
営
費
補
助
が
増
加
す

る
。
新
制
度
に
加
入
す
る
私

立
幼
稚
園
に
つ
い
て
は
、
今

ま
で
の
県
の
私
学
助
成
で
は

な
く
、
公
立
幼
稚
園
と
同
様

に
、
国
県
市
の
補
助
体
制
が

整
う
こ
と
に
な
る
。

答

　
　

質
の
高
い
保
育
が
ど
う

担
保
さ
れ
る
の
か
。

　
　

家
庭
的
、
小
規
模
、
居

宅
訪
問
型
、
事
業
所
内
の
４

つ
の
保
育
事
業
に
関
す
る
認

可
す
る
た
め
の
基
準
に
つ
い

て
定
め
る
条
例
で
あ
り
、
小

規
模
保
育
事
業
な
ど
の
地
域

問答

型
保
育
に
つ
い
て
市
が
認
可

す
る
事
務
が
新
た
に
発
生
す

る
。
今
ま
で
の
認
可
外
保
育

施
設
も
条
例
基
準
に
基
づ
き

市
の
認
可
を
受
け
る
こ
と
で

質
の
高
い
保
育
を
提
供
で
き

る
体
制
と
な
る
。
財
政
的
に

み
て
も
家
庭
的
保
育
施
設
は

現
在
、
年
間
１
７
０
万
円
～

４
７
０
万
円
の
市
委
託
料
が

支
払
わ
れ
て
い
る
が
、
家
庭

的
保
育
以
外
の
認
可
外
保
育

施
設
に
つ
い
て
の
公
的
補
助

は
な
い
。
そ
れ
ら
の
施
設
が

小
規
模
保
育
事
業
の
認
可
を

受
け
る
こ
と
で
、
国
県
の

補
助
対
象
と
な
り
、
年
間

１
０
０
０
～
２
７
０
０
万
円

の
委
託
料
が
支
払
わ
れ
る
。

必
要
な
保
育
士
資
格
を
有
す

る
人
材
の
確
保
も
可
能
と
な

り
、
保
育
料
に
つ
い
て
も
基
本

的
に
は
下
が
る
こ
と
に
な
る
。

特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型

保
育
事
業
の
運
営
基
準
を
定
め
る
条
例

家
庭
的
保
育
事
業
等
の
設
備
及
び

運
営
基
準
を
定
め
る
条
例

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備

及
び
運
営
基
準
を
定
め
る
条
例

 

男
女
共
同
参
画
推
進
条
例

新制度では
幼稚園・保育園・認定こども園などを利用するための認定制度が始まります
幼稚園・保育園・認定こども園などの利用を希望する保護者は、申請をして、利用希望の施設
や年齢に応じて、1号から 3号認定を受ける必要があります。

地域型保育事業を創設します
地域型保育事業では、保育園などの施設（原則 20 人以上）より
少人数の定員で、0歳から 2歳の子どもの保育を行います。

市の取り組み
アンケートの実施
子ども・子育て支援事業計画の策定
アンケート調査結果をもとに、幼児期の学校教育・保育、子育て支援のニーズを把握し、幼稚
園や保育園の利用や地域の子育て支援事業の「必要量の見込み」の算出を行い、平成 27 年度
から 5年間の事業計画を作成します。

各種基準の条例整備 ・・・ 今回上程された３つの条例
地域型保育事業の施設基準や運営の基準、保育園等施設の運営基準などについて、国が示す基
準を踏まえた条例の整備を行います。

幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育てを
総合的に支援する、新しい制度です

子ども・子育て支援新制度
平成 27 年４月よりスタート

　

市
が
認
定
こ
ど
も
園
、
幼
稚
園
、
保
育
園
及
び
地
域
型

保
育
給
付
事
業
（
家
庭
的
保
育
、
小
規
模
保
育
等
）
の
運

営
を
「
確
認
」
す
る
た
め
の
基
準
を
定
め
る
も
の
。

　

市
が
家
庭
的
保
育
事
業
等
（
家
庭
的
保
育
、小
規
模
保
育
、

事
業
所
内
保
育
、
居
宅
訪
問
型
保
育
）
の
「
認
可
」
を
す

る
た
め
の
基
準
を
定
め
る
も
の
。

　

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
た
め
に
必
要

な
基
本
理
念
・
責
務
・
市
の
施
策
等
を
定
め
る
も
の
。

　

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
（
公
立
学
童
保
育
室
、
民

間
学
童
ク
ラ
ブ
）
の
運
営
を
行
う
た
め
の
最
低
基
準
を
定

め
る
も
の
。

●放課後児童健全育成事業
   （公立学童保育室、民間学童クラブ）

  新しい基準
 ◎職 員
　　‌‌放課後児童支援員を支援の単位ごとに２人

以上配置

 ◎設 備
　　‌‌専用区画（遊び・生活の場としての機能、

静養するための機能を備えた部屋または‌
スペース）等を設置し、面積は学童１人に
つきおおむね 1.65㎡以上

 ◎集団の規模
　　‌‌一つの支援の単位を構成する児童の数は、

おおむね 40 人以下

 ◎開所日数・時間
　　‌‌原則１年につき 250 日以上
　　‌‌小学校の授業の休業日は、原則１日につき‌

８時間以上
　　‌‌小学校の授業の休業日以外の日は、原則‌

１日につき３時間以上

　男女共同参画推進本部では、毎年 6 月 23 日から 29 日までの 1 週間、「男女
共同参画週間」を実施しています。平成 26 年度のキャッチフレーズは、公募に
より、「家事場のパパヂカラ」　に決定しました。条例の制定をきっかけに男女
共同参画推進にさらに取り組みましょう。


